
 

 

議案第１９号 
 
                     

令和２年度北広島市一般会計補正予算（第５号） 
 
 令和２年度北広島市の一般会計補正予算は、次に定めるところに 
 令和２年度北広島市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところに

よる。 
 
 （歳入歳出予算補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ８６，８９４千円を増額し、 
歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３４，４５８，２８２千円とする。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（地方債補正） 
第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 
 
 
 
 
  令和２年６月５日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
 
 



第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

16 国庫支出金 12,214,056 30,293 12,244,349

 2 国庫補助金 9,189,631 30,293 9,219,924

17 道支出金 1,709,522 10,385 1,719,907

 2 道補助金 273,794 10,385 284,179

19 寄附金 600,010 4,000 604,010

 1 寄附金 600,010 4,000 604,010

21 繰越金 100,000 7,034 107,034

 1 繰越金 100,000 7,034 107,034

22 諸収入 942,310 7,382 949,692

 5 雑入 573,700 7,382 581,082

23 市債 3,440,600 27,800 3,468,400

 1 市債 3,440,600 27,800 3,468,400

34,371,388 86,894 34,458,282

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 7,092,174 259,943 7,352,117

 1 総務管理費 6,446,789 250,492 6,697,281

 2 企画費 487,518 7,836 495,354

 4
戸籍住民基本台帳
費

38,345 1,615 39,960

 3 民生費 9,363,496 3,350 9,366,846

 1 社会福祉費 3,836,759 3,350 3,840,109

 4 衛生費 1,276,154 576 1,276,730

 1 保健衛生費 439,864 576 440,440

 5 農林水産業費 119,559 10,385 129,944

 1 農業費 107,040 10,385 117,425

 7 土木費 6,368,815 60,589 6,429,404

 4 都市計画費 1,022,402 60,589 1,082,991

 9 教育費 1,796,901 2,543 1,799,444

 1 教育総務費 304,199 30 304,229

 5 保健体育費 698,206 2,513 700,719

13 職員費 3,999,977 △250,492 3,749,485

 1 職員費 3,999,977 △250,492 3,749,485

34,371,388 86,894 34,458,282

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計



（変更） （単位：千円）

起債の方法 利率 償還方法 限度額

238,800211,000

償還方法

補　　　　正　　　　後

同　左同　左

起債の方法 利率

同　左

起債の日
から30年
以内（据置
期間を含
む。)にお
いて償還
する。
ただし、必
要に応じ
繰上償還
することが
できる。

年6.5％以
内（ただ
し、利率見
直し方式
で借り入れ
る資金に
ついて、利
率の見直
しを行った
後におい
ては、当該
見直し後
の利率）

証書借入

又は

証券発行

第２表　地方債補正

都市公園整備事業債

起債の目的
補　　　　正　　　　前

限度額



令和２年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第５号）





総括

(歳　入) (単位：千円)

款

16 国庫支出金 12,214,056 30,293 12,244,349

17 道支出金 1,709,522 10,385 1,719,907

19 寄附金 600,010 4,000 604,010

21 繰越金 100,000 7,034 107,034

22 諸収入 942,310 7,382 949,692

23 市債 3,440,600 27,800 3,468,400

34,371,388 86,894 34,458,282

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳入
16款 国庫支出金

 2項 国庫補助金

目

 1 総務費国庫補助金 5,928,530 713 5,929,243

 4 土木費国庫補助金 2,448,903 29,580 2,478,483

計 9,189,631 30,293 9,219,924

17款 道支出金

 2項 道補助金

 4 農林水産業費道補助金 37,598 10,385 47,983

計 273,794 10,385 284,179

19款 寄附金

 1項 寄附金

 2 総務費寄附金 0 4,000 4,000

計 600,010 4,000 604,010

21款 繰越金

 1項 繰越金

 1 繰越金 100,000 7,034 107,034

計 100,000 7,034 107,034

22款 諸収入

 5項 雑入

 3 雑入 573,334 7,382 580,716

計 573,700 7,382 581,082

23款 市債

 1項 市債

 4 土木債 1,992,200 27,800 2,020,000

計 3,440,600 27,800 3,468,400

補 正 前 の 額 補 正 額 計

23 市債



(単位：千円)

節   

 3 戸籍住民基本 713 個人番号カード交付事務費補助金 713

台帳費補助金

 2 都市計画費補 29,580 都市公園整備事業交付金（社会資本整備総合交付金） 29,580

助金

 1 農業費補助金 10,385 食料産業・６次産業化交付金事業補助金 10,385

 1 企画費寄附金 4,000 北海道ボールパーク基金寄附金 4,000

 1 繰越金 7,034 前年度繰越金 7,034

 2 補助金、交付 4,032 財団法人自治総合センター助成金 1,200

金及び助成金 学校臨時休業対策費補助金 2,832

 5 還付金及び返 3,350 介護基盤緊急整備等特別対策事業補助金返納金 3,350

還金

 3 都市計画債 27,800 都市公園整備事業債 27,800

区 分 金 額
説 明



(歳　出)

款

 2 総務費 7,092,174 259,943 7,352,117

 3 民生費 9,363,496 3,350 9,366,846

 4 衛生費 1,276,154 576 1,276,730

 5 農林水産業費 119,559 10,385 129,944

 7 土木費 6,368,815 60,589 6,429,404

 9 教育費 1,796,901 2,543 1,799,444

13 職員費 3,999,977 △250,492 3,749,485

34,371,388 86,894 34,458,282歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計



(単位：千円)

713 0 5,200 254,030

0 0 3,350 0

0 0 0 576

10,385 0 0 0

29,580 27,800 0 3,209

0 0 2,832 △289

0 0 0 △250,492

40,678 27,800 11,382 7,034

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他



歳出
 2款 総務費

 1項 総務管理費

目

 3 財政管理費 2,407 250,492 252,899 0 250,492

計 6,446,789 250,492 6,697,281 0 250,492

 2款 総務費

 2項 企画費

 1 企画総務費 195,235 6,636 201,871 0 寄附金 2,636

4,000

 4 コミュニテ 152,439 1,200 153,639 0 諸収入

ィ施設管理 1,200

費

計 487,518 7,836 495,354 0 寄附金 2,636

4,000

諸収入

1,200

 2款 総務費

 4項 戸籍住民基本台帳費

 1 戸籍住民基 38,345 1,615 39,960 国庫支出金 0 902

本台帳費 713

計 38,345 1,615 39,960 国庫支出金 0 902

713

 3款 民生費

 1項 社会福祉費

 2 高齢福祉費 87,853 3,350 91,203 0 諸収入

3,350

計 3,836,759 3,350 3,840,109 0 諸収入

3,350

 4款 衛生費

 1項 保健衛生費

 2 健康推進費 219,617 576 220,193 0 576

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



(単位：千円)

節       

24 積立金 250,492 財政管理経費 250,492

積立金 250,492         

24 積立金 6,636 企画振興経費 6,636

積立金 6,636         

18 負担金補助 1,200 コミュニティ施設整備事業 1,200

及び交付金 負担金補助及び交付金 1,200         

補助金・助成金・賛助金 1,200                  

 1 報酬 1,217 個人番号カード管理経費 1,615

 3 職員手当等 55 報酬 1,217         

 4 共済費 215 職員手当等 55         

 8 旅費 128 共済費 215         

旅費 128         

22 償還金利子 3,350 高齢福祉経費 3,350

及び割引料 償還金利子及び割引料 3,350         

11 役務費 21 乳幼児保健推進事業 576

12 委託料 555 役務費 21         

委託料 555         

保健福祉関連委託 555                  

区 分 金 額
説 明

4 衛生費



目

計 439,864 576 440,440 0 576

 5款 農林水産業費

 1項 農業費

 2 農業振興費 98,248 10,385 108,633 道支出金 0

10,385

計 107,040 10,385 117,425 道支出金 0

10,385

 7款 土木費

 4項 都市計画費

 2 緑化推進費 9,260 1,430 10,690 0 1,430

 4 公園事業費 365,478 59,159 424,637 国庫支出金 27,800 1,779

29,580

計 1,022,402 60,589 1,082,991 国庫支出金 27,800 3,209

29,580

 9款 教育費

 1項 教育総務費

 3 教育振興費 245,681 30 245,711 0 30

計 304,199 30 304,229 0 30

 9款 教育費

 5項 保健体育費

 3 学校給食総 8,243 2,513 10,756 0 諸収入 △319

務費 2,832

計 698,206 2,513 700,719 0 諸収入 △319

2,832

13款 職員費

 1項 職員費

 1 職員給与費 3,999,977 △250,492 3,749,485 0 △250,492

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



(単位：千円)

節       

18 負担金補助 10,385 食料産業・６次産業化交付金事業 10,385

及び交付金 負担金補助及び交付金 10,385         

補助金・助成金・賛助金 10,385                  

24 積立金 1,430 緑化推進事業 1,430

積立金 1,430         

14 工事請負費 59,159 都市公園整備事業 59,159

工事請負費 59,159         

24 積立金 30 教育振興経費 30

積立金 30         

11 役務費 298 給食費管理経費 2,513

18 負担金補助 2,215 役務費 298         

及び交付金 負担金補助及び交付金 2,215         

補助金・助成金・賛助金 2,215                  

18 負担金補助 △250,492 職員給与費 △250,492

及び交付金 負担金補助及び交付金 △250,492         

人件費的性格なもの △250,492                  

区 分 金 額
説 明

13 職員費



目

計 3,999,977 △250,492 3,749,485 0 △250,492

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



(単位：千円)

節       

区 分 金 額
説 明

13 職員費





給与費明細書

地方債に関する調書



１  特別職

報酬 給料
期末手当
（年間支給率）

地域手当

10,552

（3.4月分）

38,233

（3.4月分）

その他 28 12,160

計 53 105,220 25,685 48,785

10,552

（3.4月分）

38,233

（3.4月分）

その他 28 12,160

計 53 105,220 25,685 48,785

長  等 0 0 0

議  員 0 0 0

その他 0 0

計 0 0 0 0

備考         １  　　長等とは、市長、副市長及び教育長をいう。
                2

２  一般職

  （１）  総括

一般職員 会計年度任用職員 報酬 給料

(  57  ) (  403  )

454 47

(  57  ) (  402  )

454 47

(  0  ) (  1  )

0 0

（    ）内は短時間勤務職員等の数（外数）

扶養手当

1,885,395573,530

816,220

補正前

補正前

1,217 0

区分

3

22

25,685長  等

議  員 93,060

給 与

55

57,708 827

地域手当

1,270,349

1,270,294

職員手当

補正後

38,887

38,887

57,708

寒冷地手当

0

期末勤勉手当

0

827

職員手当の
内 訳

補正後

補正前

比  較

0

区分

補正後

55

816,165

比  較

給 与 費

給 与

区分

補正後

補正前

　その他には、地方公務員法第３条第３項第１号の規定により、就任について 議会
（公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員会委員３人、選挙管理委員会委員

比  較

区分

職員数(人）

長  等

比  較

3 25,685

議  員 22 93,060

1,885,395

職員数（人）

572,313



（単位：千円）

寒冷地手当 その他の手当 計

退8,382 福18  公43

12,160 12,160

351 180,041 39,220 219,261

退8,382 福18  公43

12,160 12,160

351 180,041 39,220 219,261

0 0 0 0 退　0　福 0   公0

0 0 0

0 0

0 0 0 0

（単位：千円）

退 　67,410    福   1,294

公   3,981

退 　317,902   福   1,294

公   3,981

退△250,492　福 　 0

公    0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

28,971 51,726 63,764 144,494 2,262 34,172

28,971 51,726 63,764 144,494 2,262 34,172

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 28,718 0 0

0 2,600 28,718 0 0

0 0 0 0 0

36,588351

164,289

42,812

費

131,293

351 36,588

42,812

131,293

6,224

32,996

32,996

4,460,217

1,487

共済費

計
共済費

備考

備考

合計

の選挙、議決又は同意を必要とする職に限定して給与費を記載した。
４人、監査委員２人、農業委員会委員７人、農業利用最適化推進委員５人、教育委員会委員４人）

合計

164,289

6,224

明 細 書

費

3,728,002 4,458,730

1,272

730,728

730,9433,729,274

215



  （ア）  一般職員

報酬 給料

  （イ）  会計年度任用職員

報酬 給料

（    ）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

給 与 費

職員手当

補正後
(  57  )

1,203,548

区分 職員数（人）
給 与

454

補正前
(  57  )

1,203,548
454

0

0

1,803,3310

1,803,331

827

0

補正後

比  較
(  0  )

0

区分 期末勤勉手当

827

比  較 0

0

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 57,708

補正前 57,708

0

751,258 38,887

比  較 0 0

751,258 38,887

寒冷地手当

補正前

比  較 55 0

82,064

0

区分 期末勤勉手当 寒冷地手当

補正後 64,962

補正前 0 0

0

補正前 64,907 0

比  較 0 0

0
1,217

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 0 0

572,313 82,064 66,746

比  較
(  1  )

55

職員手当

補正後
(  403  )

66,801
47

補正前
(  402  )

区分 職員数（人）
給 与

573,530

47



（単位：千円）

退 　67,410    福   1,294

公   3,981

退 　317,902   福   1,294

公   3,981

退△250,492　福 　 0

公    0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

27,132 51,726 63,764 144,494 2,262 34,172

27,132 51,726 63,764 144,494 2,262 34,172

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 28,718 0 0

0 2,600 28,718 0 0

0 0 0 0 0

（単位：千円）

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

1,839 0 0 0 0 0

1,839 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

共済費 合計 備考

明 細 書

計

3,625,719618,8403,006,879

費

3,006,879 618,840 3,625,719

00 0

1,487

備考

833,011

1,272 215

合計
計

722,395 112,103 834,498

費
共済費

721,123 111,888



  （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

0 給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 0

その他増減分 0

0 制度改正に伴う増減分 0

その他増減分 0

  （３）給料及び職員手当の状況

   ア   職員１人当たり給与  （単位：円）

一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

303,095 316,413 370,120 -

324,914 340,285 377,320 -

40歳5月 41歳7月 50歳4月 -

305,829 316,119 367,500 -

326,424 340,052 381,304 -

40歳6月 41歳4月 49歳4月 -

備考  再任用短時間勤務職員等を除く。

区                      分

区               分

給               料

増    減    額

職     員     手     当

増    減    事    由    別    内    訳

令和2年１月１日
現 在

平成31年１月１日
現 在

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢



（単位：千円）

   イ  初任給 （単位：円）

区                  分 学   歴 消防職 教育公務員 技能労務職

高校卒 150,600 150,600 -

大学卒 182,200 182,200 -

高校卒 - - -

大学卒 - - -

150,600

182,200

150,600

一般行政職

備                                                       考説             明

北広島市の制度
182,200

国   の   制   度



   ウ   級別職員数              （   ）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
15 4.2 1 1.1 1 20.0 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
28 7.8 6 6.8 2 40.0 -     -     
(4) (7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
22 6.1 4 4.5 - - -     -     
(12) (22) (1) (25) (-) (-) (-) (-)
121 33.9 41 46.7 1 20.0 - -
(33) (61) (3) (75) (-) (-) (-) (-)
74 20.7 18 20.5 - - -     -     
(4) (7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
61 17.0 6 6.8 1 20.0 -     -     
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
37 10.3 12 13.6 - - - -     
(54) (100) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
358 100 88 100 5 100 - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
11 3.1 3 3.4 1 20.0 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
25 7.0 5 5.6 2 40.0 -     -     
(3) (6.1) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
25 7.0 2 2.2 - - -     -     
(5) (10.2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
129 36.3 41 46.1 1 20.0 - -
(39) (79.7) 4 100 (-) (-) (-) (-)
71 20.1 19 21.3 - - -     -     
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
57 16.1 7 7.9 1.00    20.00  -     -     
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
37 10.4 12 13.5 - - - -     
(49) (100) 4 100 (-) (-) (-) (-)
355 100 89 100 5 100 - -

（級別の基準となる職務）

区分

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 主任の職務

１　主査等の職務

２　困難な業務を処理する主任の職務

５級 課長等の職務

１　消防署長等の職務

２　困難な業務を処理する課長等の職務

１　部長等の職務

２　困難な業務を処理する消防署長等の職務

７級

６級

級

消防職

６級

７級

区       分

４級

令和２年１月１日
現 在

平成３１年１月１日
現 在

教育公務員

２級

職 務 の 内 容

技能労務職

３級

５級

１級

計

一般行政職

４級

７級

６級

計

４級

３級

２級

１級

５級



   エ   昇給   

合     計 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

１号給 1 1 0 0 0

２号給 42 31 8 3 0

３号給 18 15 3 0 0

４号給 360 286 73 1 0

92.7% 92.5% 94.4% 80.0% -

１号給 1 1 0 0 0

２号給 42 31 8 3 0

３号給 18 15 3 0 0

４号給 360 286 73 1 0

92.7% 92.5% 94.4% 80.0% -

 備考   職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

   オ   期末手当・勤勉手当              （  ）内は再任用職員等の支給率

支給期別支給率 支給率

６月（月分） １２月（月分） 計

（1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50

（1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50

（1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50

有

有

補　正　前

国の制度

5

区       分

補
　
　
正
　
　
後

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

職員数
0

421 333 84 4 0

補
　
　
正
　
　
前

職員数
454 360

昇給に係る職員数

（ A ）

昇給に係る職員数

（ B ）

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

区        分
職制上の段階、職務の級等
による加算措置

補　正　後 有

454 360 89

84 4

0
（ A ）

0
（ B ）

89 5

421 333



   カ   定年退職及び応募認定退職に係る退職手当              
２ ０ 年 勤 続 ２ ５ 年 勤 続 ３ ５ 年 勤 続 最 高 限 度 そ の 他 の

の者 の者 の者 加 算 措 置

（月分） （月分） （月分） （月分） 等

定 年 前 早

期 退 職 特

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例措置

（2%～45%

加算）

定 年 前 早

期 退 職 特

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例措置

（支給率等） （2%～45%

加算）

   キ   地域手当              

北広島市 札幌市

0% 3%

0 1

   ク   特殊勤務手当          
全職種 一般行政職 消防職 教育公務員技能労務職

   ケ   その他の手当        

区       分

扶養手当

支給最高限度額 月額 27,000 円

家賃 支給額

(1)23,000円以下

(2)23,001～52,999円

(3)53,000円以上

交通機関等利用者 実費支給

交通用具使用者 通勤距離に応じて定額支給

北海道内は札幌市に在勤する職員

異

0.0%

0.0%

0.7%

0.3%

区                  分

(3)27,000円

-

-

3%

1

20%

1

20%

(2)（家賃-23,000円）×1/2+12,000円

支給対象職員の比率（％）
72.7%

3%

東広島市に在勤する職員

給料総額に対する比率（％）

14.2%

3%

国の指定基準に
基づく支給率（％）

（２年１月１日現在）

0.1%

異

住居手当

通勤手当

差      異      の      内      容

防疫作業手当　行旅死病人取扱従事手当  消防業務手当
野犬掃とう業務手当　災害応急対策等派遣手当

同

国の制度との異同

手当の名称

(1)家賃－11,000円

0.1%

備     考

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

区     分

東広島市 国への派遣等

東京都特別区に在勤する職員



地方債の平成３０年度末及び令和元年度末における現在高
並びに令和２年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末

現在高 現在高 起債借入見込額元金償還見込額 現在高見込額

１　普通債 17,636,998 18,312,172 2,440,900 1,342,409 19,410,663

（１）総務債 5,360,303 5,278,830 10,900 240,979 5,048,751

うち庁舎 3,417,268 3,407,216 0 55,374 3,351,842

（２）民生債 339,148 405,923 0 40,937 364,986

（３）衛生債 1,912,236 1,757,914 15,000 168,137 1,604,777

（４）農林水産業債 64,591 49,641 17,000 9,715 56,926

（５）商工労働債 87,740 73,320 0 14,420 58,900

（６）土木債 5,596,339 6,849,393 2,025,000 378,272 8,496,121

うち道路橋梁 2,795,466 3,579,054 1,613,800 198,881 4,993,973

うち公園 428,755 772,282 238,800 40,562 970,520

うち街路 274,651 229,509 0 29,215 200,294

うち区画整理 12,700 0 0 0 0

うち公営住宅 1,945,710 2,154,856 0 78,159 2,076,697

（７）消防債 461,565 404,366 102,100 66,290 440,176

（８）教育債 3,183,622 3,023,377 270,900 277,393 3,016,884

うち学校 2,400,780 2,227,641 267,800 228,481 2,266,960

（９）市場公募債借換債 631,454 469,408 0 146,266 323,142

２　災害復旧債 168,500 335,268 783,800 3,539 1,115,529

３　その他 11,145,256 11,078,850 700,000 857,424 10,921,426

（１）減税補填債等 255,211 212,616 0 37,172 175,444

（２）臨時財政対策債 10,890,045 10,866,234 700,000 820,252 10,745,982

28,950,754 29,726,290 3,924,700 2,203,372 31,447,618

令和2年度起債借入見込額は、令和元年度繰越未収入特定財源地方債を含む。

区　　　　分
令和２年度中増減見込

合　　　　　　計


